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7月29日，韓国第2次経済開発5カ年計画が，原案に

若干の修正を加えた上，閣鏃で確定発表された。本書は

その確定計画瞥の英語版である。計画の主要目標は，（1)

食糀の自給をはかる，（2）工業高度化への基礎をつくり，

国民総生産に占める鉱工業の比率を現在の22％から切％

にする，（3）年間7悠ドルの翰出を達成し，経済的自立を

はかる，（4）隈用機会の増大をはかり，完全失業率を現在

の7.4％から 5％とする， （5）国民所得の増大をはかり，

1人当たりの国民総生産を現在の 2万7500ウォンより 3

万6100ウォンとする，（6）技術水準と生産性の向上をはか

るとしている。その棉成1ま，碑国経済の長期展望 (1981

年まで），経済発展と課題， 計画の目棟， 計画の概要，

産業政策と投資計画，農林水産部門計両，鉱工業部門計

両，社会開発およびサービス部門計画，計画の主要政策

手段，脊I•両の管理と執行の各章と付表である。その投資

計画の概要は次表のとおり。原案は，梼国経済社より翻

訳出版されている。

（麟： 100万ウォン）

産業別且叫Ii’i叫外ゲ叶じ竺巴1民問 1計
農林水産業｛はも 125,6281129,286 箇，838166,10011159,938

鉱工業(lc!Ullln8,5891681,310llrn,8s8l281,mll301,010 

社会開発｛ ：！且;;;:;;;I ~;:;::112;;:;;; 1;;;:;;;11;;;:;;; 
計 (l00%6l1,3l0 362,160 

(611,168):(368,602) 
IOl,090!518,98011980,010 

（注） かっこ内は，確定前の原案の数字。

（原田）
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本書はノルウェーのベルゲン所在 TheChr. Michel・

sen Institute (Chr. Michelsens Institute for Videnskap 

og Aandslrihet, 1929年設立）の “Developingcountries 

I 26 

図書資料部

in the world economy"なるプロジェクトの一部をなす

もので RockfellerFoundationとNorwegianResearch 

Council for Science and the Humanitiesの財政的援助

を受けて成ったものである。

著者は OEECパリ本部で働いた後， パキスタン政府

計画委員会に対するハーバード大学助言グループの一員

として1959年以後約2年間働いた経験を有し，本書と同

時に， 同じプロジェクトの一部， “Development pros・ 

pects in North Afrca; Morocco, Algeria, Tunis, Li-

bya"をも手がけている。

本書は1959年7月から1960年6月末までの 1年間を出

発点として， 1985年に至る今後20年間のパキスタンの経

済発展を計巌的に予測しようとするものであるが，特に

輸出入構造の変化に一定の傾向をとらえようとするとこ

ろに主要目的があると思われる。したがって分析および

予測の分野は，消股，消毀財生産部門に対する投資，国

内総生産の構造的変化，投資と投入産出比率，国際収支，

国民総生産，煎用，所得・貯菩・消典，等にわたる。こ

れらの予測を本文で示し，その作業上の数字を Annex1 

および2に示している。予測作業は1960年より 5年きざ

みで1985年までの5段階となっている。

予測作業の某礎をなす統計資料はバキスクン政府の統

計であるが，予測の結果はバキスタン政府の5カ年計両

の目標数字とは必ずしも一致しない。したがって著者が

過去パキスタン政府の経済計画立案にあたっての助言者

であったと言う経歴を以って，今後のバキスタンの経済

計画と直接に結びつけるのは当を得ないであろう。

（松本）

I筐三esa0閃；：on誓；：：鸞；qu誓゜も•:nolrt[；：| 
1963年2月1こ，オーストラリア政府は， JamesVernon 

を長とする経済調査委員会を任命し，政府の経済政策の

目的が完全雇用，生産性向上，生活水準向上，物価の安

定をともなう高度の経済・人口成長であることを念頭に

おいて次の14項目につき調査することを要請した。 (I)人
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ロ全体，労拗力の増加傾向，（2）既知の基礎的天然資源の

経済的有効性，（3）国内貯蓄•投資の成長，（4）オーストラ

リアにおける海外投資，（5）信用の供与，（6）原価，物価，

貨金の傾向，（7）生産性の傾向，（8)1 次・ 2 次• 3次産業

の成長パターン，地城的分布，（9）それの労慟力職業パタ

ーンヘの影製，⑩生活水準の傾向， 0狙国際収支に関連す
る情勢，⑫輸入代替生産に関連する諸問題，⑬輸出生産

および輸出市場の確保， 0他関税，その他の形態の保護の

影響。

報告掛は本文編と付録資将編との2巻に分けられ，本

文編は戦後経済発展のパターン，経済目標と経済政策，

天然資源・環境，人ロ・・労働力，生産性，生活水準，原

価・物価・貨金，産業構造，国内貯蓄•投資，信用供与，

悔外投資，貿易政策・展望，保護の影糊，保護・政策要

因，国際収支，調査と開発，全体としての経済成長のた

めの諸政策の16章にわけて詳述されている。付録資料編

は，本文編の章別構成に対応してさらに詳しい統計・図

表を収録している。通称VernonReport。 （中村）

1誨苺苓品菩芝森苺忘琴｝ご□□五゚i:;：|
ラテン・アメリカとその他の地域との間に第2次大戦

後どのような資本移動があったかを IMF（国際通貨基

金）の国際収支データを基礎に綿密に調べ上げ，その分

析の上にたってこの地域の国際収支における資本取引の

役割を位懺づけたのが本書である。 4部11章から成リ，

第1部「一般的背最」では，第2次大戦後と比較する意

味において， 19世紀初めから大恐慌に至る時期および第

1次大戦とその後の20年間における諸外国の対ラテン・

アメリカ投資の態様を統計数字を用いながら明らかにし

（第1章），大恐慌と第2次大戦がどのような衝撃をラ

テン・アメリカの国際収支に与えたかを解明する（第2

章）。第2部「ラテン・アメリカにおける戦後の国際収

支」では商品取引，サービス，民間贈与などの経常収支

（第3章），および資本収支（第4章）における国際収

支の動きをあとづけ，第5,6章でそれぞれ11償無倣の

資本移動について詳しく殷開する。第3部「資本の自動

的移動がラテン・アメリカの国際収支に及ぽす影梱」で

は，第7,8章で資本の自動的な移動がラテン・アメリカ

の国際収支に与える短期的および艮期的な影隔を究11/J.

第9章ではラテン・アメリカ諸国の外炭処理能力を分析

し，第10章では特にこの地域にとって直要なアメリカの

政府および民間資本の性格，しくみを明らかにする。第

4部「アメリカおよび国際的な公的金融機関」では，国

際的な金融機関である IBRD,IFC, IDA, IDB;アメリ

カ政府の金融機関である Eximbank,DLF, !CA, AID 

およびPL480のしくみ，活動および政策を振り返って，

前3部の補足としている。なお，データ分析に用いた方

法については巻末の付録に詳しい。 （三宅）

1髯喜喜暮璽言攣孟言響言三1
「アジア・アフリカの発1展途上の諸国における農業改

革の社会・経済的諸結呆と農村の社会構造」と題する本

歯は， 1964年4月にモスクワで開かれた低開発国の土地

改革に関する研究集会の報告を整理して集めたものであ

る。同じような研究会は，すでに1958年にも開かれたこ

とがあり，それまで広い支持を得ていた公式的な見解

一プルジョア・地主的な土地改革は農民の利益には全

くならないという＿はしりぞけられた。本歯に収めら

れている研究は，その後の低開発諸国で起きた政治的・

経済的・社会的な変化をふまえており，この澗題に対す

るソ連の学者のいっそう柔軟な研究態度がみられる。主

な内容は次のとおり。

コトフスキーその他「アジア・北アフリカの発展途上

の諸国の農業改革の社会・経済的諸結果」，シドロフ「現

代インドにおける農業問題解決の二つの道について」，

メリニコフ「インドにおける民族プルジョアジーの農業

政策と農民運動J,タンシィクバエワ「パキスクンの1959

年の農業改革」，ムラノワ「ネ・ウィン政府の農業政策J,

ラトイシェワ「マラヤ農村の協同化運動と社会構造の変

化」，アレクサンドロフ「現代インドネシアの農業問題」，

バルイシニコワ「マカパガルの農業政策」，ワトリーナ

「アラフ辿合における）i姜業改革の社会・経済的諸結果」，

アリトフスキー「イラク農村の社会構造と農業改革によ

るその変化J, フェドレンコ 「シリアにおける農業改革

の若干の総括」，マツェンコ「戦後ケニアの農業改革」，

クプリャーノフ「ガーナ農村の社会構造」，オノホフ「コ

ートジポアール農村の生産関係の発殷と社会構造の変
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化」。 （村野）

l三言：：~三塁［隠‘i三a{iこ·k三。rtf| 
グアテマラ，エルサルバドル，ホンジュラス，ニカラ

グア，コスタリカの中米5カ国は中米共同市場結成以来，

工業化を進めて従来の 1次産品輸出経済からの脱皮をは

かっている。本書は，この中米共同市場の開発資金を供

給する目的で中米経済統合に関する一般条約に基づいて

設立された中米経済統合銀行が出版した中米地域の市場

案内魯である。内容は中米各国の地形，気候，鉱物資源，

森林資源，水産資源，水力発電力，農業，銀行組織，製

造業外国貿易，経済法，税制，労働法，労働事情，社

会保障，工業立地，開発事業，開発機関，入国手続き，

販売機構，運輸，広告業，消費者，教育についての簡単

な紹介と基礎デークとから成っており，今後中米に商業

上あるいは産業上のつながりをもっていこうという者に

とって便利に作られている。中米経済統合銀行ではこの

案内害を基礎に，さらに情報を収集して追加改版してい

くことになっており，従来欠けていたこの地域のデータ

砂いおい完備されると思われる。巻末に文献目録およ

び索引を付す。著者はアメリカ合衆国カリフォルニアの

Santa Clara大学経営管理学教授。 （三宅）

I誓［三W0:・or,W悶'Ne沢霊，1瓜誓ふ。tts:|
「近代化を」どのよう9に推進するか，主体である開発

途上諸国においても，また先進西欧諸国にとっても大き

な問題であり，多くの社会科学者の関心を集めている。

ここには，アメリカの社会科学界で「近代化」の問題を

理論的に，あるいは実証的に研究している25人の学者の

謂演が収録されている。緬者による序綸と本文5部とよ

リ構成され， 第1部「殷望と条件」では Cyril Edwin 

Black (Princeton Univ.ロシア史）「近代生活の条件と

しての変革」， Davi<lC. McClelland (Harvard Univ, 

心理学）「近代化への刺激」， RobertC. Wood (M. I. T.) 

政治学）「近代化の将来」の3篇を収録。第2部「社会

と文化の近代化」では MillonSinger (Chicago Univ. 

人類学）が宗教， C.Arnold Anderson (Chicago Univ. 

教育学）が教脊， EdwardShils (Chicago Univ.社会学）

が高等教育， llhiclde Sola Pool (M. I. T.政治学）が
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コミュニケーションと開発の関辿を， NeilJ. Smelser 

(California Univ.社会学）が社会関係，NortonGinsburg 

(Chicago Univ.地理学）が都市の役割を論じ， ソ連社会

の研究者である AlexInkeles (Harvard Univ.社会学）

が「人間の近代化」と題して報告している。

第3部「政治と政府の近代化」では MarcGalanter 

(Chicago Univ.社会科学）が法律， RalphBraibanti 

(Duke Univ.政治学）が行政機構を， HowardWriggins 

(Washington Center of Foreign Policy Research)が国

民統合を，中東地域の政治思想研究を専門とする Leo-

nard Binderが政治思想を扱い，絹者である Myron

Weiner (M. I. T.政治学）が市民の政治参加と政治的

発展との関連をとりあげ， JosephLapalombara (Yale 

Univ.政治学）は〈分配〉 (distribution)が近代化に直面

する諸国にとって大きな問題であることを指摘する。

第4部「経済の近代化」では， Stanislaw H. Welli;z 

(Columbia Univ.経済学）が技術，AlexanderGerschen• 

kron (Harvard Univ.経済学）が企業者層， CliftonR. 

Wharton, Jr. (Agricultural Development Council)が

自給農業， PaulN. Rosenstein-Rodan (M. I. T.経済

学）が工業， RichardD. Lambert (Pensylvania Univ. 

社会学）が労働力をとりあげてそれぞれの近代化につい

て論じ，その他 EugeneStaley (Stanford° Univ.）が「経

済開発における国家の役割」， MaxMilikan (M. I. T.) 

が「経済開発における平等対生産性」， Joseph J. Spen• 

gler (Duke Univ.)「近代化における段落」を収録。第

5部「結綸」として，東南アジア政治過程を研究してい

る LucianW. Pye (M. I. T.）の「国際的落差」を収め

ている。いずれも10~20ページの短い報告ではあるが，

実証的研究あるいは経験に哀付けられており，「近代化」

の問題を考えるには有効な素材を提供してくれている。

（中村）




